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研究要旨 

抗微生物薬耐性（AMR）対策アクションプランのなかで、抗微生物薬の動向調査・監視は
目標の１つに掲げられており、継続的な調査体制の確立が求められている。我々は、先の研
究において抗菌薬使用動向を把握するシステム（JACS）を構築した。今回、JACS を使用し
て収集した販売量並びに各医療機関における使用状況を集計した。 

2006 年から 2015 年までの販売量に基づく抗メチシリン耐性黄色ブドウ球菌（MRSA）薬、
カルバペネム系薬の使用量は大きな変動を認めず、Clostridium difficile 感染症治療薬は増加し
ていた。JACS を通じて収集した各医療機関における使用量より 2010 年から 2016 年にかけて
AUD、DOT は増加しているものの AUD/DOT も増加しており、1 日使用量が増加しているこ
とが示唆された。また、抗緑膿菌作用を有する抗菌薬の使用割合は減少傾向にあり、広域抗
菌薬の濫用は行われていないことが推察された。販売量だけでなく、各医療機関の使用動向
においても把握することは、我が国における抗菌薬使用におけるプロセス指標を評価する上
でも重要であることが考えられた。 
 
Ａ．研究目的 

抗微生物薬耐性（AMR: antimicrobial 
resistance）は、世界的な公衆衛生上の緊急事態
として宣言され、このまま対策を取らなけれ
ば、2050 年における死亡者数はがん患者を超
えることが予想されている。こうして拡大す
るパンデミックに対処するには、社会全体の
アクションが必要とされ、世界保健機関
（WHO）は加盟国に対して国家行動計画（ナ
ショナルアクションプラン）の策定を求めた。 

それを受け、日本においても 2016 年 4 月に
６項目から構成される AMR 対策ナショナル
アクションプランが策定された。さらに、AMR
は人間だけではなく、動物、それらを取り巻
く様々な環境との相互干渉によって引き起こ
されるため、全ての健康を守り、AMR への影
響を緩和する｢ワンヘルス・アプローチ｣が必
要とされている。 

現在、我が国においても多数の学会から抗
菌薬適正使用支援（AMS: antimicrobial 
stewardship）を行うためのプログラム（ASP: 
antimicrobial stewardship program）を推進させ
るための提言が発表されるなど AMR 対策を
行うための行動計画が着実に進んでいる。 

一方、AMR 対策を進める上で課題も多いの
が現状である。例えば、新たな介入や機能を
維持するためには、医療機関における感染対

策や AMS 等を実行する組織（感染対策チーム
（ICT: infection control team）や抗菌薬適正使用
支援チーム（AST: antimicrobial stewardship 
team））に所属するスタッフの業務量を増大さ
せることとなるため、後進育成や人材確保が
必要である。 

また、こうした取り組みを評価するために
は、我が国における動向調査・監視（サーベ
イランス）体制を整備・構築しなければなら
ない。特に、我が国ではこれまで抗菌薬の使
用状況を継続して把握する仕組みがなかった。
そこで、我々は 2015 年 4 月に抗菌薬の使用動
向を把握する仕組み Japan Antimicrobial 
Consumption Surveillance: JACS
（https://www.jacs.asia）を構築した。その後、
2017 年 4 月には国立国際医療研究センターに
AMR 臨床リファレンスセンターが設置され、
現在こうした使用量や耐性菌の動向調査が行
える仕組み（J-SIPHE: Japan Surveillance for 
Infection Prevention and Healthcare 
Epidemiology）が構築されようとしている。 

本研究では我々が構築した抗菌薬使用動向
を把握するシステムを利用し、得られる結果
をどのように活用できるのか調査することを
目的とした。 
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Ｂ．研究方法 
1. 販売量に基づいた我が国における抗菌薬使
用動向調査 
 
IMS ジャパン株式会社より 2006〜2015 年にお
ける販売量データを入手した。成分毎に集計
し、以下の式に従い 1 日あたりの 1,000 住民に
対する使用密度を算出した。 

     年間使用量（g）    

   DDD×人口（人）×365（日） 

DDD: Defined Daily Dose 
 

本年度は、抗メチシリン耐性黄色ブドウ球
菌（MRSA）薬、CDI（Clostridium difficile 感
染症）治療薬、カルバペネム系薬に注目して
DID を算出した。 
 
2. JACSを用いた各医療機関における使用動向
調査 
 
2010 年から 2016 年までの年報を作成し、ホー
ムページ上で公開した。2017 年、2018 年につ
いても入力できるようホームページの改変を
行った。指標は AUD（DDDs/100 bed-days）、
DOT（DOTs/100 bed-days）、AUD/DOT を用い
た。 
 
3. 倫理面への配慮 
本研究は、抗菌薬の使用量調査を目的にして
いるため、直接的に患者情報を取り扱うもの
ではない。すなわち、データとしては、患者
情報から切り離した使用量のみを取り扱う。
病院名も番号などで匿名化を図り、団体およ
び個人の不利益に十分配慮する。 
 
Ｃ．研究結果 

1. 販売量に基づいた我が国における抗菌薬
使用動向調査 

 
我が国における経口薬および注射薬を含め

た抗 MRSA 薬の使用量は 2006 年から 2015 年
にかけて 0.046 から 0.048 DID とほぼ変化して
いなかった（図 1）。また、全体の使用量に対
してバンコマイシンやリネゾリドの使用割合
は変化していないことに対して、テイコプラ
ニン、アルベカシンの減少に伴い、ダプトマ
イシンが増加していた。一方、CDI 治療薬は、
経口バンコマイシンが減少しているのに対し
てメトロニダゾールは増加していた。 

カルバペネム系薬においても 2006 年から
2015 年にかけて 0.10 から 0.11DID とほぼ変動
を認めなかった（図 2）。一方、内訳ではメロ
ペネムは増加傾向にあり、ドリペネムは徐々
に増加し、2012 年以降に横ばいを示し、他の
カルバペネム系薬は減少傾向を認めた。 

 
2. JACS を用いた各医療機関における使用

動向調査 
 
JACS に登録され、データの登録状況が完了

となっている施設を抽出し、使用量が中央値
の 5 倍以上多い医療機関は除外した施設にお
ける AUD、DOT、AUD/DOT を算出した（年
報参照）。 

2010 年から 2016 年にかけて AUD の中央値
は15.8から20.0 DDDs/100 bed-daysへ大幅に増
加したのに対して、DOT は 20.5 から 22.7 
DOTs/100 bed-days と微増であった。AUD/DOT
は 0.7 から 0.9 へと増加した。一方、抗緑膿菌
作用薬が全体の使用量に占める割合は、2010
年から 2016 年にかけて AUD、DOT ともに
26.0％から 22.4％、27.2％から 25.2％と減少し
ていた。 
 
Ｄ．考察 

代表的な耐性菌の 1 つである MRSA に使用
する抗 MRSA 薬、安易な濫用に伴い耐性化や
腸炎の発症に影響するカルバペネム系薬及び
CDI 治療薬の使用動向を調査したところ、抗
MRSA薬やカルバペネム系薬は 2006年から 10
年間大きく増加は認めなかった。一方、CDI
治療薬は増加していた。 

以前に比べて MRSA の分離率は低下し、感
染対策の推進により伝播抑止が進んでいるも
のの、高齢化や入院期間の短縮、耐性菌を想
定した先行投与など、使用量が増加する要因
も多い。カルバペネム系薬においても同様に
使用する機会は増加しているものの、感受性
結果に応じたデ・エスカレーションが推進さ
れていることも考えられ、カルバペネム耐性
腸内細菌科細菌についても現在のところ蔓延
には至っていないことから、我が国において
抗菌薬は一定の適正使用が実施されているこ
とが推察できる。一方、抗 MRSA 薬ではダプ
トマイシンの上梓、カルバペネム系薬ではメ
ロペネムの使用割合の増加など、過去 10 年間
で全体の使用割合には変化を認めるため、引
き続き使用動向を把握していくことが重要で

DID= ×1,000 
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ある。 
CDI 治療薬については、メトロニダゾール

の使用量の増加が著しい。経口バンコマイシ
ンはガイドライン等の改定により重症度に応
じて使用されていることが推察されるが、メ
トロニダゾールについては、ヘリコバクター
ピロリ除菌や嫌気性菌治療など他の目的での
使用も行われるため、他種のデータベースを
用いた評価が必要である。 

JACS を用いた各医療機関における使用量
を調査したところ、AUD、DOT の中央値はと
もに増加したが、AUD/DOT も増加していたこ
とから 2006 年以降、1 日使用量が増加してい
ることが推察される。一方、抗緑膿菌薬の使
用割合は、徐々に低下しており、広域抗菌薬
の安易な使用は行われていないことが推察で
きる。 

販売量に基づく使用状況調査は、大きな視
点で使用動向を評価する際に適している一方
で、各医療機関から収集した使用動向では、
より詳細な使用動向を評価できるため、両側
面からの使用動向を把握することが重要であ
ることが考えられる。 

 
Ｅ．結論 

本研究は、我が国の AMR 対策の重要な柱の
1 つである動向調査・監視に対して有用な情報
を提供するだけでなく、継続した仕組みを構
築させる上でも重要な役割を担っている。 
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図 1 販売量データに基づいた 2006 年から 2015 年における抗 MRSA 薬及び CDI 治療薬

の使用動向 

 
抗菌薬使用量は DID（DDDs/1,000 inhabitants/day）で示し、人口は総務省統計局を参照した。 
 
 
図 2 販売量データに基づいた 2006 年から 2015 年におけるカルバペネム系薬の使用動向 

 
抗菌薬使用量は DID（DDDs/1,000 inhabitants/day）で示し、人口は総務省統計局を参照した。 
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平成 30 年 2 月 20 日 

JACS 年報（第 1 報） 
京都薬科大学 臨床薬剤疫学分野 

村木優一 
 
調査期間：2010 年から 2016 年 
調査対象：JACS へ 2017 年 9 月 25 日までにデータを入力し、進捗状況を完了としている医療機関 
除外条件：データの進捗状況を完了としていない施設。使用量が中央値の 5 倍以上多い医療機関 
 
1. 2010 年から 2016 年における注射用抗菌薬の使用量推移 

データ入力が完了となっていた医療機関における AUD、DOT、AUD/DOT の推移について図 1 に示す。
AUD の中央値は経年的に増加傾向を示しているものの、DOT の中央値は変動は少なかった。また、
AUD/DOT が増加傾向を示していた。これらのことから、1 日使用量の増加あるいは投与患者数の増
加や投与日数の低下が推察される。一方、AUD、DOT の値にばらつきが多く、0 を含む医療機関や、
除外せざるを得ない値もあったため、データ入力者によるミスの値も含まれる可能性が示唆された。
表 1 にそれぞれの年における数値を示す。 

 
表 1 2010 年から 2016 年までの注射用抗菌薬の総使用量の推移 

総使用量 

AUD 

年 中央値 Q1 Q3 最小値 最大値 
2010 15.8 12.4 18.2 0.0 27.2 
2011 16.5 12.8 19.6 0.1 35.3 
2012 16.9 14.3 20.1 0.0 43.2 
2013 17.9 14.0 21.1 0.1 40.0 
2014 16.9 12.0 20.7 0.0 44.7 
2015 18.4 13.5 22.4 0.0 49.6 
2016 20.0 13.2 24.6 1.7 50.1 

DOT 

年 中央値 Q1 Q3 最小値 最大値 
2010 20.5 17.0 25.3 0.0 30.4 
2011 21.1 18.7 25.3 0.1 31.2 
2012 22.5 19.4 26.0 0.1 32.3 
2013 21.7 17.0 25.3 0.0 49.5 
2014 20.4 11.6 24.3 0.3 51.9 
2015 20.9 16.5 25.1 0.0 35.7 
2016 22.7 13.1 26.2 0.0 44.6 

AUD/DOT 

年 中央値 Q1 Q3 最小値 最大値 
2010 0.7 0.7 0.8 0.5 1.3 
2011 0.7 0.7 0.8 0.6 1.1 
2012 0.8 0.7 0.9 0.4 2.8 
2013 0.8 0.7 0.9 0.0 2.2 
2014 0.8 0.7 0.9 0.0 2.2 
2015 0.8 0.7 1.0 0.0 3.6 
2016 0.9 0.7 1.0 0.0 2.4 
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図 1. 2010 年から 2016 年までの注射用抗菌薬の総使用量の推移 

括弧は集計施設数を示す。 
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2. 抗緑膿菌作用薬が全体の使用量に占める割合の推移 

安易な広域抗菌薬の濫用は耐性化に影響することから、カルバペネム系薬、キノロン系薬、広域
ペニシリン系薬（ピペラシリン・タゾバクタム）、第 4 世代セファロスポリン系薬、セフタジジムを
抗緑膿菌作用薬と定義し、全体の使用量に占める割合を図 2 に示す。2010 年と比較し、抗緑膿菌作
用薬の占める割合は AUD、DOT 共に減少傾向を示していた。ICT や AST による広域抗菌薬への積極
的な介入により濫用されることなく適切に使用されていることが推察される。 

 
図 2 抗緑膿菌作用薬が全体の使用量に占める割合の推移 

各年における AUD や DOT の中央値を全体の使用量の中央値で除して割合を算出した。 
 
3. 抗 MRSA 薬における使用量の推移 

抗 MRSA 薬における使用量の推移を表 2 に示す。抗 MRSA 薬の AUD、DOT は共に減少し、
AUD/DOT は変動していないことから使用量、使用日数共に減少していることが示唆された。一方、
各抗 MRSA 薬の使用割合は、2012 年に上市されたダプトマイシンの比率が増加し、テイコプラニン、
アルベカシンが減少、バンコマイシンはほとんど変化を認めなかった（図 3）。一方、各抗 MRSA 薬
の AUD の推移は、バンコマイシン、テイコプラニン、アルベカシンの使用が減少しており、ダプト
マイシンやリネゾリドといった薬剤の選択肢が増えたことにより治療成績の向上が推察される。ま
た、MRSA 分離率が低下しているといった背景も影響していることが考えられた。 
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図.3 抗 MRSA 薬の AUD 比と推移 

（左図）抗 MRSA 薬の AUD（中央値）の比率を示す。（右図）AUD の中央値の経年推移 
 
 
 
表 2 2010 年から 2016 年における抗 MRSA 薬の使用動向 

抗 MRSA 薬の使用量 

AUD 

年 中央値 Q1 Q3 最小値 最大値 
2010 0.7 0.3 1.2 0.0 2.9 
2011 0.7 0.3 1.3 0.0 5.2 
2012 0.8 0.4 1.2 0.0 2.4 
2013 0.7 0.4 1.2 0.0 2.8 
2014 0.6 0.2 1.1 0.0 4.5 
2015 0.6 0.3 1.1 0.0 3.1 
2016 0.5 0.3 1.0 0.0 3.8 

DOT 

年 中央値 Q1 Q3 最小値 最大値 
2010 0.9 0.5 1.6 0.0 4.1 
2011 1.0 0.5 1.8 0.0 3.6 
2012 1.1 0.6 1.7 0.0 2.8 
2013 0.9 0.5 1.6 0.0 3.1 
2014 0.7 0.3 1.4 0.0 3.6 
2015 0.8 0.3 1.3 0.0 3.5 
2016 0.7 0.3 1.1 0.0 3.2 

AUD/DOT 

年 中央値 Q1 Q3 最小値 最大値 
2010 0.8 0.6 0.8 0.0 3.2 
2011 0.7 0.7 0.9 0.0 3.0 
2012 0.8 0.7 0.9 0.0 3.2 
2013 0.8 0.7 0.9 0.0 2.2 
2014 0.8 0.6 0.9 0.0 5.0 
2015 0.8 0.7 0.9 0.0 3.1 
2016 0.8 0.6 0.9 0.0 5.2 

各医療機関における抗 MRSA 薬の AUD を合計した値について中央値、25、75 パーセンタイル値、最小値、最大値を求
めた。 
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4. 各系統における AUD、DOT、AUD/DOT の推移 
2010 年から 2016 年における各系統の AUD、DOT、AUD/DOT 推移を表 3、表 4、表 5 に示す。 
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表 3 2010 年から 2016 年における各系統における AUD 推移 
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表 4 2010 年から 2016 年における各系統における DOT 推移 
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表 5 2010 年から 2016 年における各系統における AUD/DOT 推移 



 
 

 


